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系統の接続および利用ルールについて
～系統用蓄電池～
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【改定履歴】

• ２０２５年４月作成

注）語句の軽微修正については、都度実施。
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系統接続および利用ルールについて ～系統用蓄電池～

設備形成の考え方

早期連系のための暫定措置（その１） N-1充電停止装置について

早期連系のための暫定措置（その２） 充電条件の設定について

北海道エリアの試行的取組 充電制御装置について

その他

※ 配電事業者が運用する設備に連系する際は、当資料記載の「一般送配電事業者」は、実施内容に応じて配電事業者となる場合があります。
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系統接続および利用ルールについて ～系統用蓄電池～

設備形成の考え方

早期連系のための暫定措置（その１） N-1充電停止装置について

早期連系のための暫定措置（その２） 充電条件の設定について

北海道エリアの試行的取組 充電制御装置について

その他



4流通設備の設備形成について

◼ 流通設備の設備形成は、供給支障及び発電支障の発生を抑制又は防止するため、電力系統性能
基準を充足するよう行っています。この充足性評価は、通常想定される範囲内で評価結果が最も過
酷になる電源構成、発電設備等の出力、需要、系統構成等を前提としています。

◼ なお、上記のうち発電設備等の出力については、平常時において混雑が発生する場合の出力抑制も
考慮することとしています。一方で、需要については、現状、平常時において混雑が発生する場合に需
要を抑制するスキームがないことから、最過酷となる条件で想定を行うことになります。

◼ そのため、流通設備を流れる潮流の向きで、当該設備の整備の考え方が以下のように異なります。

潮流の向き 流通設備（地域間連系線、配電用変圧器、配電系統を除く）の整備の考え方

① 受電地点 ➡ 電力系統
（逆潮流方向）

発電設備の逆潮流により系統容量を超過する場合には、出力抑制されるこ
とを前提に接続し、以降もその発電設備は出力抑制される前提で考える。

② 電力系統 ➡ 供給地点
（順潮流方向）

需要設備の順潮流により系統容量を超過する場合には、当該設備を増強
した上で接続し、以降もその容量が確保される。

順潮流

流通設備

発電設備 需要設備

逆潮流



5流通設備の設備形成について ～系統用蓄電池の接続～

◼ 電力系統に接続する系統用蓄電池の場合、発電設備の発電に相当する放電（逆潮流）と需要
設備の需要に相当する充電（順潮流）の両面において流通設備の整備が必要になります。

◼ そのため、逆潮流側については混雑に応じて放電抑制が必要※となり、順潮流側については契約電力
の最大値で充電することに耐えられるよう系統容量の不足時に系統増強することを基本としています。

※ 地域間連系線、配電用変圧器、配電系統を除きます。
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6系統用蓄電池の早期連系のための暫定措置

◼ 系統用蓄電池を系統に接続するとき、放電（逆潮流）側は混雑時に抑制されることが前提となるた
め系統増強を行う必要がない場合であっても、充電（順潮流）側の系統容量が不足する場合は、
系統増強の工事完了後でなければ接続することができません。

◼ 系統用蓄電池の早期連系を実現するため、順潮流側についても、逆潮流側と同様の考え方を適用
することも選択肢の１つとし、今後の系統用蓄電池の運用実態や系統の特徴等を踏まえつつ、将来
的な制度設計についての検討が進められています。

◼ まずは、足元の蓄電池連系に歯止めをかけないことを目的として、系統用蓄電池の早期連系のため
の暫定措置を順次適用しています。

※１ 低圧を対象とした場合、制御対象が膨大となり管理面での課題が生じる可能性があるため、当面は対象外とする。
ただし、今後必要に応じて拡大を検討。

暫定措置（その１）N-1充電停止装置 暫定措置（その２）充電条件の設定

①適用系統 ②適用電源 ③制御対象 ①適用系統 ②適用電源 ③制御対象

基幹系統(上位2電圧)
変圧器は一次電圧で判断

ローカル系統
上位2電圧以外かつ配電系統

として扱われない系統

配電系統
(高圧以上) 逆潮流側のN-1電制と同様に、配電系統に接続する

系統用蓄電池は小規模かつ配電系統は系統変更が
頻繁に行われ制御システムが複雑化することから対象外配電系統

(低圧)

④制御方法 単一故障時の充電停止 特定断面の充電制限（平常時）
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7（参考）暫定措置に関する整理

（出典）第52回 系統ワーキンググループ 資料3（出典）第46回 系統ワーキンググループ 資料5

◼ 系統用蓄電池の更なる導入促進に向け、国の審議会では系統用蓄電池の早期連系のための暫定
措置や試行的な取組として、順潮流側の混雑を生じさせることなく蓄電池を迅速に接続させる手法に
ついて検討されてきました。

◼ なお、将来的に接続ルール等が整備された場合には、上記対応により接続した系統用蓄電池につい
ても、新たに整備されたルールに従うことが望ましいとされていることから、今後の整理状況に関しても、
事業性を判断いただく情報の1つとしてご確認ください。
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系統接続および利用ルールについて ～系統用蓄電池～

設備形成の考え方

早期連系のための暫定措置（その１） N-1充電停止装置について

早期連系のための暫定措置（その２） 充電条件の設定について

北海道エリアの試行的取組 充電制御装置について

その他



9N-1基準の考え方と、N-1充電停止について

◼ 複数（N）ある設備のうちの１つが故障（-1）することを「N-1故障」と呼び、N-1故障が起きても
電力供給に支障を起こさないという考え方を「N-1基準」と呼びます。これは電力を安定供給する上で
国際的に広く用いられている考え方になります。例えば、2回線送電線の場合、２回線分の容量の半
分程度を緊急時用に確保し、平常時は残りの制限された容量（運用容量）にて運用されています。

◼ 事故が起こった際、瞬時に系統のリソースを制限（遮断）することができれば、緊急時用に確保した
容量を平常時にも活用することが可能となり、平常時の運用容量が拡大します。

◼ N-1故障時に電制（電源を遮断もしくは出力制御すること）して逆潮流側の運用容量を拡大する
「N-1電制」の考え方を応用して、N-1故障時に蓄電池の充電を停止させて順潮流側の運用容量を
拡大する方法を「N-1充電停止」といいます。

100MW
×2回線

発電所

50

100

×

×

モデル化

変電所

発電所

最大出力
100MW

設備健全時 N-1故障時

50

1回線あたりの
設備容量
100MW

発電所

100

100

1回線
停止

変電所 変電所

※図は発電所（逆潮流）の例



10N-1充電停止による運用容量の拡大（イメージ）

◼ N-1基準上は半分（１回線）程度としていた送電線の運用容量を２回線分の容量※まで拡大し、
N-1故障時の充電に制限を課すことで、N-1基準上は増強が必要となる案件においても増強せずに
接続することが可能になります。

※ 系統構成や利用状況により、２回線容量ではない場合もあります。
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11早期連系のための暫定措置（その１） ～N-1充電停止装置～

◼ 適用系統は、逆潮流側のN-1電制と同様に、基幹系統およびローカル系統を対象とします※ａ。

◼ 適用電源および制御対象は、新規に接続を希望する特別高圧の系統用蓄電池とし、本対策の適
用によって系統増強を回避できる場合において系統増強の代替手段として適用されます。

◼ 本対策を適用することによる費用等※ｂは蓄電池設置事業者の負担※ｃとなります。

※ａ ループ系統は、構成によりシステムの複雑化等が懸念されることから、個別系統毎に適用可否を判断

※ｂ N-1充電停止装置の設置等費用（更新、保守・運転、廃止に係る費用を含む）、充電停止に伴う機会損失費用

※ｃ 「発電等設備の設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費用負担等の在り方に関する指針」により費用算定

※１ 低圧を対象とした場合、制御対象が膨大となり管理面での課題が生じる可能性があるため、当面は対象外とする。
ただし、今後必要に応じて拡大を検討。

暫定措置（その１）N-1充電停止装置 暫定措置（その２）充電条件の設定

①適用系統 ②適用電源 ③制御対象 ①適用系統 ②適用電源 ③制御対象

基幹系統(上位2電圧)
変圧器は一次電圧で判断

ローカル系統
上位2電圧以外かつ配電系統

として扱われない系統

配電系統
(高圧以上) 逆潮流側のN-1電制と同様に、配電系統に接続する

系統用蓄電池は小規模かつ配電系統は系統変更が
頻繁に行われ制御システムが複雑化することから対象外配電系統

(低圧)

④制御方法 単一故障時の充電停止 特定断面の充電制限（平常時）
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12（参考）N-1充電停止装置のシステム構成

◼ システム構成の基本的な考え方は、広域機関が公表するガイドライン「流通設備の整備計画の策定
（送配電等業務指針第55条関連）におけるN-1電制の考え方について」と同様※になります。

※一般送配電事業者により、一部の仕様・構成が異なる場合もあります。

N-1電制のシステム構成（イメージ）

（出典）流通設備の整備計画の策定（送配電等業務指針第55条関連）におけるN-1電制の考え方について



13

系統接続および利用ルールについて ～系統用蓄電池～

設備形成の考え方

早期連系のための暫定措置（その１） N-1充電停止装置について

早期連系のための暫定措置（その２） 充電条件の設定について

北海道エリアの試行的取組 充電制御装置について

その他



14充電条件の設定

◼ 一般送配電事業者が設定する充電条件（平常時の充電を制限する時間帯・上限値等）に事業
者が同意することで、混雑しない時間帯の容量を活用して接続することが可能になります。

◼ 具体的な制限内容は、接続時の想定潮流（本対策を適用した先行蓄電池を含む）が運用容量
（N-1充電停止による拡大分を考慮）を超えないように設定されます。また、系統状況に大きな変
化が生じた場合には、その制限内容が見直される場合があります。

◼ なお、本章にて扱う暫定措置は、国の審議会（系統ワーキンググループ、次世代電力系統ワーキン
ググループ）等において「充電制限契約」や「早期連系追加対策」と呼称されているものです。

（出典）第52回 系統ワーキンググループ 資料3



15（参考）暫定措置の適用に関する基本的な考え方

◼ 早期連系のための暫定措置は、基本的に以下の順序で適用されます。

① 系統に空容量がある場合、増強無し（ただし、増強以外の工事は必要。以下も同じ。）

② 系統に空容量がなく、N-1充電停止装置等が適用可能な場合、N-1充電停止装置等の設置にて接続

③ 系統に空容量がなく、N-1充電停止装置等が適用不可もしくは適用上限を超える場合、増強にて接続
ただし、充電条件の設定について相互※の受容性が認められる場合、合意の下で接続（増強無し）

※ 申込者（蓄電池設置事業者）、検討者（一般送配電事業者）

（出典）第53回 系統ワーキンググループ 資料2

以下の資料における「N-1充電停止装置等」には、「充電制御装置（北海道エリアの試行的取組）」を含みます



16（参考）暫定措置の適用に関する判断方法のイメージ

（出典）第2回 次世代電力系統ワーキンググループ 資料2

以下の資料における「既存対策」は、「N-1充電停止装置」又は「充電制御装置（北海道エリアの試行的取組）」が該当します



17早期連系のための暫定措置（その２） ～充電条件の設定～

◼ 適用系統は、逆潮流側のノンファームと同様に、基幹系統およびローカル系統※ａを対象※ｂとします。

◼ 適用電源および制御対象は、新規に接続を希望する高圧以上の系統用蓄電池※ｃとします。

◼ 本対策を適用することによる費用等※ｄは蓄電池設置事業者の負担となります。

※ａ 配電用変圧器を除く

※ｂ 系統特性等を考慮の上で、一般送配電事業者が技術的観点から適用可否を判断

※ｃ 系統充電する併設蓄電池を含む

※ｄ 充電制限に伴う機会損失費用、蓄電池設置事業者が設置するセーフティ機器の設置等費用（更新、保守・運転、廃止
に係る費用を含む）、当該セーフティ機器の機能不全等により設備損害が生じた場合の復旧費用、損害賠償費用等

※１ 低圧を対象とした場合、制御対象が膨大となり管理面での課題が生じる可能性があるため、当面は対象外とする。
ただし、今後必要に応じて拡大を検討。

暫定措置（その１）N-1充電停止装置 暫定措置（その２）充電条件の設定

①適用系統 ②適用電源 ③制御対象 ①適用系統 ②適用電源 ③制御対象

基幹系統(上位2電圧)
変圧器は一次電圧で判断

ローカル系統
上位2電圧以外かつ配電系統

として扱われない系統

配電系統
(高圧以上) 逆潮流側のN-1電制と同様に、配電系統に接続する

系統用蓄電池は小規模かつ配電系統は系統変更が
頻繁に行われ制御システムが複雑化することから対象外配電系統

(低圧)

④制御方法 単一故障時の充電停止 特定断面の充電制限（平常時）
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18（参考）蓄電池設置事業者が設置するセーフティ機器

◼ 一般送配電事業者が指定する制限内容に基づく運転を可能とするための機能（スケジュール運転
機能、通信途絶時のセーフティ機能等）を有した機器の設置が必要になります。

（出典）第53回 系統ワーキンググループ 資料2



19系統アクセスの流れ

◼ 暫定措置（充電条件の設定）を希望する場合は、接続検討申込みの際に申込者よりこの対策を
希望することを提示していただきます。検討者は接続検討結果を回答する際にこの対策の適用可否
及び系統情報（制限内容を試算するための想定潮流に関するデータ）を提示します。

◼ また、この暫定措置での契約申込みに際しては同意書の提出が必要となります※1。

◼ 具体的な制限内容は、原則、一般送配電事業者との間で運用に関する申合せを締結するまで※2に
提示されます。また、接続後に見直しがある場合の更新頻度は、原則、年に１回※2とされています。

※1 契約申込みの際も、接続検討申込みと同様に、申込書において希望を提示いただき、回答書において系統情報を提示します。

※2 制限内容の提示タイミングや更新頻度は、系統状況の大きな変更等により上記原則外の対応となる場合があります。

第1回 次世代電力系統ワーキンググループ 資料3、第2回 次世代電力系統ワーキンググループ 資料2 を基に作成

契約手続き

（必須）

接
続
検
討
回
答

接
続
検
討

事
業
性
判
断

現
場
調
査
・
技
術
検
討

連
系
承
諾

工
事
費
負
担
金
契
約
締
結

契
約
申
込
み

工
事

連
系
等

工
事
費
負
担
金
入
金

接
続
検
討
申
込
み

接続検討

（必須）
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①受容性の有無
（申込者）

②適用可否、
系統情報の提示
（検討者）

③同意書の提出
（申込者）

⑤制限内容の提示
（検討者）

④系統情報の提示
（検討者）

本暫定措置
に関する流れ



20（参考）接続検討後提示情報のイメージ

（出典）第2回 次世代電力系統ワーキンググループ 資料2



21各種市場における取り扱い

◼ 暫定措置（充電条件の設定）を適用した蓄電池の各種市場（スポット市場、時間前市場、容量
市場、需給調整市場）への参加において制限はなく、その他の蓄電池と同様に取り扱われます。

（出典）第2回 次世代電力系統ワーキンググループ 資料2



22（参考）充電制限時間の上限

（出典）第2回 次世代電力系統ワーキンググループ 資料2

◼ 制限内容として提示される充電制限時間は、１日あたり１２時間を上限の目安としています。



23

系統接続および利用ルールについて ～系統用蓄電池～

設備形成の考え方

早期連系のための暫定措置（その１） N-1充電停止装置について

早期連系のための暫定措置（その２） 充電条件の設定について

北海道エリアの試行的取組 充電制御装置について

その他



24北海道エリアの試行的取組

◼ 北海道エリアの一部の系統においては、系統用蓄電池の早期連系対策の１つとして、充電制御装
置を活用した試行的取組を適用しています。

（出典）第41回 系統ワーキンググループ 資料1 



25北海道エリアの試行的取組（つづき）

◼ 充電制御装置の詳細や対象系統については、北海道電力ネットワークが公表していますので、接続
を希望される場合は、以下のリンク先をご確認ください。

https://www.hepco.co.jp/network/con_service/sys_access/index.html#BATTERIES

（出典）北海道電力ネットワーク 公表資料 「充電制御装置を活用した系統用蓄電池の接続について」

https://www.hepco.co.jp/network/con_service/sys_access/index.html#BATTERIES


26

系統接続および利用ルールについて ～系統用蓄電池～

設備形成の考え方

早期連系のための暫定措置（その１） N-1充電停止装置について

早期連系のための暫定措置（その２） 充電条件の設定について

北海道エリアの試行的取組 充電制御装置について

その他



27系統用蓄電池連系に係る系統増強費用について

◼ 系統用蓄電池の系統接続に際し、順潮流側の混雑回避のための系統増強が必要となる場合は、
逆潮流側と同様の算定方法に基づいて、系統増強に伴う工事費負担金が発生します。

（出典）第41回 系統ワーキンググループ 資料1 



28系統用蓄電池連系に係る各種費用の取扱い

◼ 系統用蓄電池の系統接続における各種費用の取扱いは、以下のとおりです。

（出典）第70回 広域系統整備委員会 資料4 



29系統用蓄電池の接続検討申込みについて

◼ 系統用蓄電池の接続検討には、充電時（順潮流側）も考慮した検討を行いますので、充電時の
受電電力等も申込書に記載いただく必要があります。

◼ そのため、それらの内容が変更となる場合、再度の接続検討が必要になる可能性があります。

（出典）広域機関 公表資料 「接続検討申込書の記載例」


